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「日本型競争原理に関する一考察J
一文化的要因と経済原理との関連づけを巡って
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I. はじめに

戦後いちはやく経済復興をなしとげ，経済大固となった日本をみる世界

の目は，たえず驚きと称賛，そして答戒感の交錯したものであった。かつ

ての高度成長期にあっては，高い貯蓄率，勤勉な国民性，秩序ある生産管

理などが称賛される一方，エコノミック・アニマJレ等と批判された。最近

では巨額の経常黒字の削減や一層の国際貢献が期待される中でわが国市場

の閉鎖性や各種規制への苛立ちゃ不信感が強まっている。

一方，わが国においては，近年再三にわたる円高への対応を迫られ，自

由化措置もそれなりに実施してきた結果，一層の市場開放要求等に対して

は，無理難題を要求されているといった受け止め方が根強い。このため，

経済摩擦の本質が十分理解されないままに，相互不信感が生じたり，国民

間の感情的な対立に発展する危険性すら感じられる状況にある。

このような行き詰まり状態を極力，冷静に理解し，解決の糸口を模索す

るためには．通常の経済分析の枠組みのほかに，社会構造や価値観の相違

といった，文化的要因を合わせて検討することが必要で品ろうロ日本の社

会構造や価値観の特色については，社会人類学，文化人類学などの分野か

ら，以前より多くの研究がなされており，経済の分野でも，日本型雇用や

経営システムなど，企業経営の分野では数多くの研究がなされている。し

かし，社会構造や価値観が，企業，政府，消費者など．経済主体の意思決

定にどのような影響を及ぼし，その結果市場経済のメカニズムにどのよう

な歪みや変化が生ずるかといった7 クロ的な分析については，これまであ
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まり注目されてこなかったように思われる。もちろん，数値化困難な要因

を経済分析の枠組みに取り込むこと自体，困難があり，限界があることは

言うまでもないが，日本的な社会構造や価値観が，多くの論者が認めてい

るように，現に企業や個人の経済行動に，無視出来ない影響力を持ってい

るとするならば，それが経済的にどのような意味を持っかを整理してみる

ことは，日本経済の特色や問題点を浮き彫りにし，摩擦の原因等を感情論

を排して客観的に考える上で意味のあることであろう。

このような観点から，本稿は，①日本的社会構造についての代表的な研

究の一つである中狼千枝氏のモデルを一例として取り上げ，要約した上

で，②そのようにして捉えられた日本の社会構造が7 クロ経済面でどのよ

うな意味を持っか，特に経済発展の原動力となる市場競争原理にどのよう

な影響を及ぼしているかについて考察し，③さらに，勤勉，貯蓄観といっ

た価値観面の特色をも加味したアプローチが，近年，急成長振りが注目さ

れる東アジア諸国の経済発展を理解する上でも有用ではないかという点に

ついても若干の考察を試みる。本稿を執筆するに当たっての問題意識は，

今後の世界経済，特に欧米文化間以外の経済の長期的，構造的分析を行う

に当たっては，グローパルに用いられている普遍的な経済原理に加え，社

会構造や価値観など当該文化に特色をもたらしている要因を何らかの形で

取り入れ，トータルなシステムとして考察する学際的な研究在進めてゆく

ことが必要であろう，ということである。

n.日本社会の構造壬デル

日本の社会構造に言及した文献は数多いが，ここでは社会人類学の立場か

ら基礎的な分析を行った中根千枝氏の『タテ社会の人間関係Jに提示された構

造モデルを取り上げ，日本的競争原理に関係すると思われる部分を要約する

ことから始めたい。山日本人の行動や考え方の特徴を論じた数多くの研究

の中でも同氏によって示された理論モデルは日本社会の本質をよくついてお

り．とくに経済主体の行動を考えるうえで示唆に富むものが多いと思われる

からである。そこでまず，中根氏の論点を簡単に要約しておこう。
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(1)「場jを強調する日本の社会

一定の個人からなる社会集団の構成要素は，構成する個人の「資格」の共

通性にあるものと，「場」の共有によるものとがある。どの社会において也

個人は資格と場による社会集団に属しているが，どちらの機能が優先され

て社会集団が形成されるかは社会により異なる。日本は，自分が属する職

場，会社，学校なと「場」を強調して社会集団が形成されており，個人の持

つ「資格Jに基づく社会集団の形成カは弱い（A社またはB社の者という結

びつきが重要であり，エコノミストであるとかエンジニアであるというこ

とによる結びつきは弱Lサ。

(2）ウチ，ヨソ意識の発達

「場」の共通性を強調する社会集団は，当然，資格を異にする者を内包す

ることになる。そこでは資格の異なる者が同一集団成員としての認識，結

束を強めるために，「われわれ」というグループへの所属意識が強調され，

その結果外にある同様なグループに対する対抗意識が発達する。内部的に

は同じグループ成員という意識を，資格の相違という理性的な要因を越え

て醸成する必要があるために，絶えざる人間接触による感情的な結びつき

が強調される。この結果，終身雇用制をベースとした会社の機能が，従業

員の私生活にも及ぶ会社「丸抱え」制度が発達し，「愛社精神」が強調され，

企業単位の労働組合が一般化した。このような構造の下では，社会集団の

構成員にとっては，自分の所属する枠の中が極めて重要な関心事となり，

全体に「ウチ」「ヨソ」の意識が強くなる。

(3）「ヲテjの結びつきが強い社会

資格の異なる者を包含した「場」を強調する社会集団においては，その構

成員を結びつける方法として必然的に「タテ」の関係が緊密，支配的とな

る。このように「タテ」の結合が強い社会集団においては，同じ資格，ある

いは身分を有する者（例えば同期入社の社員）の間にあっても何らかの方法

で「差」が設定され，序列が決定される。日本的雇用制度のもとでは，この
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序列は個々人の能力自体とは直接関係の少ない生年，入社年などに比重を

置いて形成されているので，純粋な能力主義は機能しにくく，個人の能力

差は同年次グループの序列化といった一定の枠内で限定的に機能する。

(4）「ヨコ」の競争関係

「タテ」の結びつきが強い日本社会において，競争の関係に本当に立って

いるのは，経営者と労働者ではなく， A社とB社である。つまり．競争は

上，下関係に立つものではなく，隣接して並存する「ヨコ」にある也のとの

問で展開される。資格の差を抑圧し，枠が強調される結果，「能カ差」を認

めようとしない人間平等主義が強くなる。これは個々人にある種の自信を

持たせ，努力すれば「タテ」の結びつきにより上昇出来るという期待を抱か

せる。この並立するものとの競争は，個人にも集団にも大きな刺激を与

え，仕事の推進力となる半面，「過当競争」の弊害を生みがちである。

(5）ワンセット主義

日本的タテ社会では，ヨコに並立するグループ問の競争が激しいため，

一つの企業または企業グループは，全く違う何種類かの製品を作り，事業

をするワンセット主義一何でも屋の型をとることが一般的であり，一つ

の企業が何かの生産に特化する例は極めてまれである。このようなワン

セy ト主義は上述の「過当競争」をさらに助長する。

(6）「ヲテ」集団の構造的特色

集団の構造が，強L、「タテ」の関係に基盤を置いているということは，

「ヨコ」の関係に基盤を置く集団とは基本的に異なる。「タテ」集団は図のよ

うに aを頂点として全員が繋がり，外に向かつて開かれているのに対し，

「ヨコ」集団は全ての成員が互いに紫がっていて，外に対しては封鎖されて

いる。タテ集団への入団は，集団構成員のどれかに繋がることによって，

比較的容易に集団の成員たりうるのに対し，ヨコ集団への入団は，集団の

Jレール自体に合致することを全成員が基本的に承認して可能となる。日本
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中根千枝「ヲテ社会の人間関限Jより

的タテ集団では，構造上リーダーは一人に限られ，その交替はしばしば図

難を伴う。この組織構造の長所は，リーダーから末端成員までの情報伝

達，意志統ーが迅速に行われ，かつ動員力に富んでいることである。従っ

て，理想的に機能した場合のエネJレギーの結集力，動員力は「ヨコ」集団を

上回って，極めて強い也のとなる。しかし，反商，集団の中に相対立する

党派ないし派閥関係を生じやすく，「ヨコ」の関係が弱いため，並立する集

団聞の意見統ーや調整が非常に困難である，といった問題を抱えている。

また，集団内の意見統ーは集団の利益を第 としがちであるので，「力関

係」に左右され「論理jが軽視されがちとなる。

m.日本的社会構造のマクロ経済的意義

以上に要約した中根氏による日本的社会構造のモデルは，例えば「ヨコ」

の繋がりが日本でももう少し発達し，独特の機能をしていることを評価す

べきであるなどの指摘はあるものの，大筋としては日本社会の特徴をうま

く捉えたものであり，筆者自身，内外の異なった環境に生活して，その感

を強くするものである。＂＇そこで，次に中根氏の社会構造モデルが大筋と

して成り立つとした場合，それがマクロ経済的にどのような意味を持っか

を考えてみたL、社会構造上の特色が，企業にせよ個人にせよ経済主体の

意志決定に十分意味のある影響を及ぼすものであるとするならば，利潤極
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大といった経済原理や価格関係を基本とする市場メカニズムの働き方にも

影響が及ぶ筈だからである。

以下に指摘する幾つかの点は，日本経済の特色を語るとき何らかの形で

取り上げられることが多いが，社会構造モデルと結び付けて整理すると，

相互の関連性をかなり明確に把握できるように恩われる。

(1）「横並び意識」による競争エネルギーの強さ

「タテjの結びつきが強い日本社会においては，競争関係に立つのは上・

下の関係ではなく，隣接して並存する横のグループ同志である。同じレベ

ルにある横同志の競争心や序列意識の強さは「横並び意識J「横並び競争J等
と言われ，わが国で特に強く意識される競争原理である。これは最も典型

的には，競争関係にあるA社とB社といった企業聞の関係に見られるが，

同一企業内においても並立する部門間，営業店聞など，各層の競争状態を

っくり出しているし，企業外でも下請けや系列企業をセットにした企業グ

Jレープ問の競争状態を生んでいる。もちろん，「タテ」の連帯が重視される

集囲内にあっては，「ヨコ」の関係は集団の目的達成のため，お互いに激し

く競いつつも協力することが期待されることになるので「タテ」の関係を崩

すことにはなりえず，それだけに潜在的な競争エネルギーとしては，大変

強い也のとなる。

このようなシステムを全体としてみると，あらゆる社会集団が同類の集

団と併存して競争関係をつくり出L，またそれそ’れの集団の内部において

も上・下の各層で横並びの競争関係がっくり出されるので，社会全体とし

てみた競争エネルギーは極めて大きいものとなる。このような競争原理は

中根氏也指摘しているように，日本経済にバイタリティーを与え，発展を

もたらした大きな要因であることは間違いないところであろう。もちろ

ん，日本人がよく働く理由としては，後述のように，働くこと自体に価値

を見出す勤労観といった要因も考慮、に入れる必要があるであろうが，しば

しば企業聞の「過当競争」が批判される状況からしても，社会構造を反映し

たグループ聞の横並び競争が，全体としてのパイタリティーをもたらして
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きた点は否めないところであろう。

なお，このような社会構造上の特質と経済発展の原動力との関連で興味

深いのは，インド社会に詳しい中根氏が日本とは全く対照的な社会構造を

持つ固としてインドを挙げていることである。カースト集団に代表される

インドの社会は「場jを強調する日本とは対照的に「資格」 カーストは基本

的には職業，身分による社会集団 によって構成される社会集団て、あり，

集団内にあっては資格を同じにする構成員の助け合いこそあれ，対立や競

争は殆ど生じないとされる。即日本が戦後いちはやく高度成長をなしと

げ，また東アジア諸国が近年目覚ましい経済発展を続けているなかで，イ

ンド経済が長年にわたり発展のダイナミズムに欠けると言われてきた点と

合わせて考えると大変興味深い。

(2）グループの存続・発展を最重要視する経済主体の行動

日本型社会構造のもとでは，「タテ」の集団であるグループは運命共同体

的性格が強く，勢いグループの存続・発展が意志決定の際，極めて重要な

要素となる。その結果，日本の企業や組織においては雇用の継続が優先さ

れ，いわゆる終身雇用制なる雇用形態が維持，強化されてきた。このこと

は，当該集団の経済意志決定に際し，短期的ないしは循環的利益は重視さ

れず，かなり長期的な利益が重視される傾向を生ずる。例えば，景気循環

の下降局面で一時的に収益が悪化しでも，労働時間の短縮，臨時雇用の削

減，一時帰休，関連会社への出向，希望退職の募集などが収益悪化の程度

に応じ実施されるが，何らかの形で本採用した構成員の面倒をみるシステ

ムは極力維持，継続されるのが常である。また株主への利益配分について

色，グループの存続，安定を重視する結果，関連企業による株式の持ち合

い，安定株主づくりが重視され，利益が上がっても配当は抑えられる傾向

がある。さらに，日本に特有の企業内労働組合の制度も基本的にはグルー

プの存続をベースとした雇用の維持と労働条件の改善を労働者側も重視す

る結果成り立つものに他ならない。

このように，グループの存続，発展を重視する競争原理は，しばしば目
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先の利潤動向という，比較的短期の経済原則を無視した過当競争状態を招

来し，「赤信号，みんなで渡れば怖くなLリ式の行動を生じやすP，このよ

うな短期の利益を重視しない傾向は，日本経済が順調に伸びたいわゆる

「右肩上り」の状態にあっては，全体のパイが大きくなっていったので，結

果的には長期的な利益と合致することになり，大きな矛盾を生じなかっ

た。しかし，昨今のように日本経済が構造的な行き詰まりに遭遇し，順調

な拡大が期待出来ない状況になると，このような行動パターンは，いわゆる

「自己責任原則の欠如JとL、った形で問題を露呈する危険性を苧んでいる。

例えば1980年代後半から， 1990年代初めにかけて，多くの国が土地や

株など，資産価格の大幅上昇とその後の反落というかなり共通の事態を経

験したが，その中にあって，わが国におけるバブルの発生と崩壊の程度は

特に顕著であり，その後遺症である金融機関等の不良債権の処理には，な

お相当長期間を要するものとみられているロバブル発生の過程にあって

は，あとで振り返ってみれば，何故あのように危険かつ非常識な融資が

トyプヲラスの金融機関においても生じたのかという反省事例に事欠かな

いわけであるが，実際に現場で業務に携わった当事者の感覚としては，

「明らかに不健全と感じつつも，同業他社との競争が至上命題のもとでは

チェックしょうがなかった」といった受け止め方が多いといわれる。この

ことは，過当競争による自己責任原則の欠如がわが国のバブルの山を高

くし，また谷を深いものとした一つの大きな要因だったことを物語るもの

といえよう。

(3）グループ間の利害調整を存立基盤とする行政組織

ワンセット主義の志向が強く支配している社会の全体像は，業種など類

を同じくする分野ごとに群が形成され，その各群には同じような内容，構

造，活動をもっ大小の孤立した集団が凌ぎを削って競争する形をとる。そ

の場合，前述のとおり類似の集団の横同志の競争が極めて激しいものとな

り，放置すれば過当競争が助長され，全体の存立を危うくする状態に発展

しかねない。このよう立状況のもとでは，社会全体の安定を図るため，行
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政当局ないしはいずれの集団にも属さない公的当局がグループ悶の調整を

行って，過当競争の行き過ぎを防止する必要が，なかば必然的に生じてく

る。日本のタテ割りの官僚組織が，タテの社会構造に組み込まれる形で，

世界にも類例のない徹底した行政網や規制の体系をつくり上げていること

はよく知られているところであるが，その場合，見逃してならない点は，

その強固な行政網を支える基盤は，トップダウンの政策や理念の実行力に

あるのではなく，競争関係にあるグループ問の利害のバランスをうまくと

り，調整者（Mediator）としての機能を果していることにあるということ

であろう。換言すれば，大変強力といわれるわが国の行政組織であるが，

それはその監督下にある業界等のグループ聞の横並ひ’競争のバランスをう

まくとることによって業界全体の支持を受けて成立つものであり，また，

その業界と競争関係にある他の業界（例えば，銀行業と証券業）とのバラン

スもとれていなければ全体として機能しない。

一例として，筆者が仕事として直接携わったことがある日本銀行のいわ

ゆる「窓口指導」がどのようなメカニズムで機能してきたかを考えてみた

い。窓口指導とは，中央銀行が個別民間銀行の信用供与額（貸出総額）に限

度枠を設け，その範囲内に信用供与量（通常貸出増加額）を抑えるように指

導するもので，わが国においては過去の引き締め期において，伝統的立政

策手段である日銀貸出操作や公開市場操作などを補完する手段として，ご

く最近（1991年）制度として廃止されるまで重要な役割を果してきた。正当

的な金融政策手段が，金融市場金利の変動を通じるコスト効果や銀行準備

の変動による流動性効果といった，民間銀行の主体的選択による貸出量や

マネーサプライのコントロールを目的とするのに対L，窓口指導は日銀が

直接銀行に貸出総量を抑制するよう指導するものであり，しばしば市場原

理を無視した置接的介入とみられてきた。しかし，そこには次のようなメ

カニズムが働いていたと恩われる。

窓口指導が必要とされ，また有効に機能してきた理由について，従来か

ら，①規制金利体系の下で金利メカニズムが十分働きにくい状況があった

こと，②金融機関のシェア競争が激しく，量的拡大志向が強かったこと，



48 

の二点があると説明されてきたが，叫筆者は窓口指導の実務に色携わっ

た経験から，特に②のメカニズムが他の行政指導や諸規制にも共通する要

因として重要であると考える。すなわち，金融引き締めが必要な状況と判

断すると，日銀は公定歩合を引き上げるほか，日常の金融市場調節をきつ

めに運用して自由金利であるコールレート等の金融市場金利の引き上げを

行う。引き締め開始当初は旺盛な資金需要が続くのに対L，金融市場金利

の上昇は不十分であるので，なお銀行貸出を増加させても利益が生ずる

が，引き締めが強化され市場金利が大幅に上昇すると，銀行は貸出を増や

しても限界的に利益を生じない，ないしは損失を生じる事態になる。現に

過去における実証分析によると，金融引き締めによるコールレート等の上

昇が銀行の限界的な採算を悪化させることが示されている。間しかし，

横並ひ’競争が激しい状況のもとでは，前述皿（2）のメカニズムによって，

短期的には限界的立利益が相当の7 イナスに落ち込んで也，銀行は貸出を

拡大してシェアーを伸ばしておいた方が長期的には有利になると考えて行

動しがちとなる。このような状況のもとで日銀が窓口指導を発動し，銀行

間の過去の預金，貸出の実績や各磁の経営改善努力などのバランスをヒア

リング等を行って慎重に考慮、し，公正な各銀行別の貸出枠を設定して協力

を要請すれば，各銀行にとっては過当競争による限界的な損失を目立い止め

る効果を持つことになり，むしろ本来の価格原理にかなった歓迎すべき指

導であるということになる。現に窓口指導に際して特に重視されたこと

は，競争関係にある各行の横並びバランスをL功、に受入れ可能な公平なも

のにするかということであり，その場合各行の存続や雇用に関係の深い預

金や貸出業務の規模（「業容」）が特に重要な要因として考えられた。

以上，日銀の窓口指導を例にとって考察したが，わが国の行政組織が行

う各種の指導や規制はおそらくこれと類似したメカニズム，つまり過当競

争をバランスをとりつつ調整することによって支えられてきた面が多分に

あるのではなL哨、と思われる。また，その行政網は異なる監督官庁による

タテの系列化によって社会の末端にまで広く及んでいるので，何らかの理

由で一部を変更しようとすると既存の利害関係を崩すことになりやすく，
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特に複数の官庁や業界にまたがる規則の変更は容易でない。規制緩和の必

要が言われてもなかなか実効があがらず，規制による保護に甘えがちな企

業体質を生む根因は，この日本型競争原理自体にあるということが出来る

であろう。

(4）弱い消費者意識

「場」を強調する日本社会では，自分の属する職場等への所属意識が強調

され，「仲間意識Jや「愛社精神jがしばしば私生活の面にも影響を及ぼすこ

とになる。個人は殆ど全て，いづれかの生活の場に所属しているわけであ

るから，そこへの帰属意識が強いということは，裏返せば消費者ないし生

活者という「機能」に基づく意識が弱いことを意味し，消費者の利益につな

がるような経済原理を働きにくくする。現に，自動車や家電製品をはじめ

耐久消費財の購入に際して，自分や家族の勤める企業グループの製品を買

う習慣には根強い也のが品るし，生活上付き合いのある近所の商店等から

高いとわかっていて也消費財やサービスを購入する気風も依然として強

い。このことは円高のメリットが企業や流通段階に吸収されて消費者に還

元されず，内外価格差が大幅に講離しているにもかかわらず，消費者サイ

ドの不満や要求としてはあまり大きな力として盛り上がってこないことに

もよく表れている。

内外価格差縮小のためには，徹底した市場開放と規制緩和が不可欠と考

えられるが，それらも黒字対策として政府の審議会等の場を経て提唱され

たり，あるいは一部の流通業者による輸入品の安売りに主導されている面

が強く，消費者の主体性を反映して世論の力となっているとは必ずしも言

えない状況にあるのが実情であろう。海外からみれば，日本の消費者，と

くに住宅費，生活費共に高い大都市の生活者がなぜ文句をいわず，輸入促

進や規制緩和推進の力とならないのか理解に苦しむ状況だと言わなければ

ならない。
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(5）日本型競争原理の問題点

以上の検討から明らかなように，日本的社会構造はかなり独特の競争原

理を生み出し，純粋な価格原理に基づく経済とはかなり異なった均衡状態

をっくり出していると言ってよいであろう。それは高度成長，輸出拡大な

ど先進経済に追いつき経済大国となってLぺ過程では，発展の大きな原動

力になったと言えるであろうが，近年その限界や欠点がとみに目立つよう

になってきており，それらをどう克服していくかが，わが国経済の直面す

る大きな諜題であると言っても過言ではないであろう。そこで上記の検討

から導かれる問題分野を簡単に指摘しておこう。

おそらく，最大の問題は，普遍的ないしは国際的に受け入れられている

市場経済原理とのズレや矛盾が表面化し，対外的な摩擦や誤解を生み出す

大きな要因となっていることである。大幅な円高が進んだにもかかわら

ず，その対応が企業グループ毎の生き残りを最優先に実施される結果，外

への市場開放が十分行われず，また消費者，生活者の側の輸入促進，円高

差益還元を求める声も盛り上がりに欠ける状況を反映して，巨額の経常黒

字削減がさっぱり進まないことに対し，海外から批判や不満の声がとみに

強まっていることは周知のとおりである。特に規制緩和の思い切った推進

が必要との認識は多くの識者のコンセンサスとなりつつあるが，それによ

り実際に黒字を削減し市場開放を進めていくためには，前述のようなタテ

割りの行政システムやそれに依存する業界の体質を抜本的に見直す決意が

必要であり，そう容易なことではない。円高が1995年春に一段と加速した

のも，内外の市場関係者が規制緩和や黒字縮小が短期に実現することはあ

り得ない，したがって目先は円高圧力がっつくであろうという予想のもと

に円を買ったことを反映した面が多分にあるように思われる。

このような状況のもとでは，市場開放にせよ各積自由化措置にせよ，日

本としては相当ぎりぎりの努力をしたつもりであって也，大幅な黒字は縮

まらず，海外の基準からみると全く評価されないといった認識のズレを生

じがちであり，摩擦が感情的な不信感に発展する危険性を内包している。

例えば1994年春の日米首脳会議において，数値目標設定を巡り合意が成立
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せず物別れになったことについて，わが国においては当時の首相の「言う

べきことは言う大人の関係」といった発言を評価する向きも多かったが，

それが大幅な黒字と市場開放問題への取組を遅らせることになれば，シス

テムの遠いに基づく認識のズレが，より大きな相互不信をもたらしかねな

い点を，十分認識して対応していく姿勢が必要であろう。

いま一つの問題は，高愉化社会の到来にともない，それに相応しい社会

資本の整備や福祉サービス体制の強化，さらには各種社会奉仕活動への参

加促進など，総合的な取組が必要となっているが，タテ割り行政の枠を越

えた政策や制度の変更は容易でなく，結果として高齢化という大きな社会

的，経済的変化に対する対応が遅れていることである。農地、な高齢化社会

を築くことが喫緊の課題であるにもかかわらず，国家的な取組が進まない

ということは，国民経済的に見て也大きな問題と言わなければならない。

さらに，日本型の競争原理はグループ生活に役立つ平均的人材の育成に

は貢献したが，創造性や総合的判断力をもった企業人や研究者，国際的に

通用するヴィジョンを持った人材の育成という面では問題が多いというこ

ともしばしば指摘されてきたところである。日本経済が構造的な行き詰ま

りから脱却し，新しい活路を見出すには，創造性と国際的視野のある人材

の育成が不可欠であるが，この面での対応も進んでいるとは言い難い。

このようにみてくると，日本型システムのもたらしている各種の問題点

を客観的に捉えて認識した上で，国際社会における日本の役割と地位を見

極め，賢明な選択と政策を行っていくことが極めて重要な局面になってい

ると考えられる。その場合，社会構造や価値観自体，時代とともに変化し

てゆくものであり．たとえばバブル崩壊後，日本型の雇用システムを見直

す気運が出てきていることも見逃してはならない。しかし，そうした社会

の変化は長期に少しずつ進むのが常であることを認識して総合的な対応を

行ってゆくことが肝要であろう。

w.東アジア諸国における文化的要因の類似性

以上JI,illで行った検討は，日本型社会構造が経済主体の；章宏、決定にど
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のような影響を及ぼすであろうか，という社会構造上の力学に重点を置い

て考察したものであり，個別の経済主体とくに個人がどのような価値観に

基づいて行動するか，という主観的側面に焦点、をあてたものではない。し

かし，社会構造上の特色と価値観面の特色とは同一文化の也のである以

上，表裏一体かつ共存している関係にある筈であるから，当該文化に根ざ

す価値観面の特色が経済主体の意志決定に影響を与えるメカニズムを合わ

せて考える視点、色見逃してはならないであろう。例えば，土居健郎氏に

よって指摘された，「甘え」の意識に特徴づけられる日本人の精神構造は，

「場Jへの帰属が情的な連帯意識の醸成によって強調される社会構造のもと

においては，ごく自然に形成される現象であると理解してよいであろう。帥

そこで以下では，まず日本経済を語る場合，その特色として常に問題と

されてきた「日本人はなぜよく働くのか」ということと，「日本の貯蓄率は

なぜ高いのかJということの二点につき，制度 政策面の適否とは別に，

それらを支える価値観が，文化的伝統として存在するのではないか，とい

う点を考え，さらにそれらを総合した日本的とされる要因が実は，近年高

度成長振りが注目される東アジア諸国とも広い意味では共通していること

をみておきたい。

(1）日本人の勤勉・貯蓄観

まず，日本人の労働観・勤勉観については，従来から日本人の文化に根

ざした伝統であるといった説明がなされ，多くの論者の受け入れるところ

となっている。例えば中野孝次氏は『清貧の思想』において，少なくとも戦

前の職人や町人や農民といった庶民のなかに，働くこと自体に価値を見出

す気風があったことを強調している。同書によれば，「父の関係で知った

様々な職人には，職人気質という一つの生き方の規範がありました。かれ

らはその小さな家に必ず神仏を杷り，朝夕敬慶にそれを拝し，神仏の存在

を信じていました。・・・人聞はまっとうに働いて生きるべき者で，盗み

や詐欺や収賄や投機や，そんな手段で成功するのは間違っている，と信じ

ていました。働くことを厭わなかった。彼らは仕事と自分の業に誇りを持
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ち，金儲けよりも良い仕事をすることを望んでいましたjと述べられてい

る。 (7)

また外山茂氏は，「日本人の伝統としての勤勉には，長時間働くという

だけでなく，才覚，器用，算用，正直といったものが含まれており，貯蓄

には始末，質素，堅実，思慮といったものが含まれているように思う」と

して，鈴木正三，石田梅岩，二宮尊徳などの考え方を紹介している。すな

わち，明治政府により修身教科書に採用され国民一般の馴染み也、深いとみ

られる二宮尊徳（1787-1856）は『二宮翁夜話』において，「翁回く， ・・そ

れ人身あれば欲あるは則ち天理なり。田畑の草の生ずるに同じ。堤は崩れ

堀は埋まり橋は朽ちる。これ則ち天理なり。されば人道は私欲を制するを

道とし，田畑の草を除くを道とし，堤を築き立て，堀を波い，橋を架け替

えるを道とす。・ －天理は万古変せず。人道は一日怠れば忽ち廃す。さ

れば人道は勤むるを以て尊とし，自然に任すを尊ぱず。それ人道に勤むべ

きは，己に克つの教えなり。己は私欲なり，私欲は田畑に喰うれば草な

り。克つとは，この田畑に生ずる草をけずり捨て，取り捨て．わが心の米

麦を繁茂させる勤めなり。これを人道という。論語に，己に克ちて礼に復

る，とあるはこの勤めなりJと説いている。附

一方，日本人の貯蓄観についても尊徳は，「今日の物を明日に譲るの道

を勤めざるは，人にして人にあらず。 ・・・宵越の銭は持たぬというは，

鳥獣の道にして人道にあらず。鳥獣には今日の物を明日に譲り，今年の物

を来年に誤るの道なし。人はしからず。今年の物を来年に殺り，他に譲る

の道あり。」と主張しさらに，「多くを稼いで銭を少なく使い，多く薪を

取って焚くことをう主なくする。それを富国の大本，富国の遠道という。し

かるを世の人これを苔畜といい，また強欲という。これ心得違いなり。そ

れ人道は自然に反して，勤めて立つところの道なれば貯蓄を尊ぶが故な

り。それ貯蓄は今年の物を来年に誤る，一つの議道なり。親の身代を子に

譲るも，すなわち貯蓄の法に基づくものなり。人道は言いもて行けば貯蓄

の一法のみ0 • jとして貯蓄のマクロ経済的意味にも明確に言及してい

る。 (9)
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このように日本社会に，働くこと，あるいは物を作ること自体に意義を

認め，また貯蓄すること自体を良しとする価値観が根づいているとするな

らば，それは利潤原理のみに基づく均衡点を越えて生産や貯蓄が増加する

ことを示唆するものであり，そうであるとすればこのような価値観は戦後

の低金利政策のもとで輸出主導の経済発展を可能にした要因として評価で

きるということになろう。また前述のとおり，日本の圏内物価が海外に比

べ大幅に割高で住環境も惑いにもかかわらず，生活者の不満があまり尖鋭

化しない背景にもこのような価値観があるという，やや皮肉な見方も成り

立つかもしれない。

(2）東アジア諸国との類似性

先進工業国の経済が総じて停滞状態を続けるなかにあって，近年NIES,

ASE AN，中固など東アジア諸国が際立って高い成長を続け，世界全体に占

める経済的地位を急速に高めつつあることに各方面の関心が集まってい

る。最近ではこれを「東アジアの奇跡Jなどと評して各種の分析が公にされ

ているが，これら各国に共通する基盤として，本稿で考察した日本の社会

構造や価値観面の特色とある程度類似した要因を指摘しうることは， 77

リカ，南アジ7，ラテン・アメリカなど他地域の途上国経済が総じて低成

長を続けてきたこととの対比においても甚だ興味深い。

もちろん，これら文化的な要因はそれだけで経済発展をもたらすもので

はなく，政治情勢や政策面での条件が満たされて初めて可能になるものと

いうべきであろう。この点f走者については，①この地域の政治情勢が緊張

が続く中にも次第に安定度を増していった，②市場メカニズムを重視し，

対外取引規制を自由化する政策がとられた，③その結果，海外からの直接

投資が順調に増加し，域内全体に波及していった，④マクロ経済政策が概

して成功L，インフレ率や財政赤字が比較的小幅に抑えられた，などの諸

点が指摘されているが， (10)より基本的な要因として共通して指摘されてい

るのが，①良質な労働力，②高い貯蓄率，③優秀強力な行政組織，④教育

水準の高さ，等の諸点、である。本稿で取り上げた中根モデルに対比しうる
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ような各国別の社会構造分析は残念ながら未だ行われていないようである

ので同列の比較は出来ないが，社会構造と価値観を含めた文化的要因の共

通性に関する論議を二，三示しておくことにしよう。

ハーパード大学のエズラ・ヴオーゲル（EzraF. Vogel)は，東アジア諸

国特に台湾，韓国，香港，シンガポールに共通の要因として重要なのは，

①競争試験制度によって選ばれる官僚組織が社会的支持を得て，強大な指

導力，政策決定力を持っている，②試験制度が発達し，試験に受かれば地

位につけるというシステムが広範に認められていることもあって，教育水

準が総じて高い，③グループへの所属意識が強く，個人の利益追求は抑制

気味で，勤倹貯蓄の意識が強い，④自己を鍛練して向上しようという自己

啓発意識が強い，などの諸点であり，いずれ也儒教思想の影響を受けたも

のといえる，と指摘している。川

また，同じくハーバード大のトウ・ウェイミン（TuWei ming）は，儒教

文化の伝統が東アジア諸国の発展を欧米とは異なった也のとしていること

を論じており，例えば政府の役割jについて，儒教社会では政府が国民生活

や福祉の向上など全てを，責任をもって治めることが期待されており，単

に行政を行うのではなく，指導者，学者，教師の役割を果している。その

結果，政府は強力な行政網を持つことになるが，反面，欧米流の民主社

会，建設的反対意見，権利意識，個人主義などが育ちにくく，健全な複数

政党制也育ちにくい，といった問題があると指摘している。附

さらに，エドウィン・ライシャワー（Edwin0. Reischauer）も，①グ

Jレープの団結を重視する考え方，②強大な組織動員力，③勤労に関する倫

理観の強さ，④教育を重視する態度，等は東アジア，特に儒教文化圏であ

る中国，韓国，ヴェトナム，日本に共通してみられる特色であり，キリス

ト教の価値観が広く欧米諸国の発展に与えたのと同様の役割jを儒教の価値

観がこの地域では果していると述べている。仰

なお，これら 3人の論者は，いずれも儒教文化に共通する価値観を重視

しており，タイ，インドネシ7，マレーシア，など一般には儒教文化固と

はみられていない国々も最近高成長を示していることとの関連は必ずしも
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明らかではない。ただ，これら 3カ国においても，民間の経済活動は華僑

が圧倒的実権を持っていることは事実であり，また国境を接L合う つの

地域として，お互いに制度，政策面での影響や協力関係が強いことを勘案

すると，ある程度共通の文化的基盤があることは間違いないところであろ

う。

v.むすび

この小論は，日本型社会構造や価値観といった，通常の経済分析では正

面から取り上げられることの少ない文化的要因に注目し，それらが経済主

体の意志決定にどのような特色を也たらしているかを盤理してみること

が，わが国が直面している対外経済摩擦などの構造的な問題の本質を理解

する上で有用ではなL功、という視点、から，日頃感じていたことをまとめて

みたものである。検討から言えそうなことは，このようなアプローチをと

ると数量化こそ困難であるが，昨今問題とされることの多い，わが国独特

の競争体質，市場の関鎖性，タテ割り行政の諸問題，顕著な内外価格差，

消費者意識の希薄さ，立どの相互の関係をかなり整合的に把握することが

出来るということである。また日本と東アジア諸国に類似の要因がありそ

うだということは，日本型システムなどと説明されてきたものが，必ずし

も日本独特の現象ではなく，その発展ぶりが注目されるアジア全体の経済

関係を今後考えてゆく上でも，同様のアプローチが意味を持つことを示唆

しているものと思われる。社会構造等の研究は，筆者の本来の専門ではな

いので．或いは見逃している視点も多L、かもしれないが，冷戦後の世界に

おいては経済面の国際協力や統合の動きが一段と活発化するなかで，文化

的な相違や対立をどう克服してゆくかが大きな課題となることは明らかで

あろう。そのような状況のもとでは，従来の学問領域を超えた学際的なア

プローチが，基本認識として重要性を増してゆくことになると思われる。
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A THOUGHT ON JAPANESE-STYLE COMPETITION 

ーImplicationsof Soc10-Cultural Factors on Economic Principles -

(Summary) 

Kano Yamamoto 

In order to understand cntical economic problems Japan has been expenencmg in 

recent years, it would be useful to consider implications of socio-cultural factors 

which have not systematically been focussed m ordinary macro-economic analysis 

and literatures. This paper is an attempt to consider how Japanese-style social structu陀S

and values could affect economic decision making process and market equilibrium 

conditions by using a theory on Japanese social structure developed by a social 

anthropologist, Chie Nakane. 

If we assume that the so口alstructures and values emphasized in her model of 

’＇vertical society" is sigmficant enough to affect decision making process ofJapanese 

firms, consume目 aswell田 publicadminist同胞団，seriesof economic problems Japan 

has been h口ngcould systematically be linked together and be better exp lamed These 

include the following. 

(I) Why is Japanese business competit10n that is often quoted as”excess 
compelltion”or "over competition" an important economic issue? Why is "yokona目bi

ishiki＇『（＇'Rightdressド『consc1ousness--asense of keepmg a nvalry position among 

other peers) so strong in Japanese communityワWhydo Japanese busmess often 

disregard shoロー四nprofitability? 

(2) Why is the preservation of long-time employment policy a priority factor m 

bus mess悶 structuringprocess? Why do many business leaders consider that the 

process of changmg life-time employment system would be a gradual oneヲ

(3) Why are government印刷rolsand administrative gmdances deeply rooted? 
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Why 1s the free market access so limited and why is 1t so difficult to open market free 

m Japan? 

(4) Why are Japanese consumers not responsive enough to price changes? Why 

are the advantages of the yen app間口ationslow to be passed on to consumersワ

(5) Why do Japanese o白enface perception gaps in trade and other international 

negotiationsワ

In a vertical society as described in Nakane model, a strong motivation for 

competition among horizontally placed similar groups would likely distort ordinary 

l)larket equilibrium conditions derived from traditional economic principle<. Although 

quantification of socio-cultural factors is not easy, such inter disciplinary approach 

to macro economic analysis will be useful in understanding structural problems as 

mentioned above As the問 appearto be some. s1m1larities in socio-cultural backgrounds 

in Asia, especially in East Asian countries where tradition of Confucian ethics exists, 

for instance, it may be extended as well to analyze the outstandmg economic 

performance of these countries in recent years In view of the further globalization of 

the economy m prospect, inter-disc1phnary studies to relate socio-cultural and 

economic factors would need to be strengthened in order to grasp more realistic 

pictures. 


